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そもそもGIGAスクール構想とは

⚫ 令和元年度にGIGAスクール構想が打ち出され、1人1台端末と高速大容量の通信ネットワークを一体的に整備
し、多様な子供たちを誰一人取り残すことなく、公正に個別最適化され、資質・能力が一層確実に育成できる教育
ICT環境の実現が目指された。

※ 令和元年度、2年度の補正予算において1人1台端末と高速大容量の通信ネットワークを一体的に整備する予算が盛り込まれ、
教育ICT環境の整備が一気に加速。

⚫ いわゆる「令和答申」（令和３年１月中央教育審議会答申）において、全ての子供たちの可能性を引き出す、個別最
適な学びと、協働的な学びを実現するためには、学校教育の基盤的なツールとして、ICT は必要不可欠なもので
あるとされた。

※GIGAスクール構想開始時の
文部科学省リーフレット
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学校のICT環境整備の状況【H31（GIGA前）→R6（GIGA後）】
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（出典：学校における教育の情報化の実態等に関する調査〔確定値〕（平成31年３月現在及び令和６年３月現在））

事 項 平成31年3月 令和6年3月

児童生徒１人当たりの学習者用コンピュータ台数 0.2台/人 1.1台/人

普通教室の無線LAN整備率 41.0% 96.2%

インターネット接続状況 70.3%
(100Mbps以上)

81.0%
(1Gbps以上)

普通教室の大型提示装置整備率 52.2% 89.6%

統合型校務支援システム整備率 57.5% 91.4%



GIGAスクール構想後の学校
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次世代校務DXの推進

⚫校務環境がクラウドに対応しておらず、また校務系ネット

ワークと学習系ネットワークが分離されているために学

習系データとの連携が困難

⚫校務支援システムが災害対策が不十分な自前サーバ

（庁舎や学校に設置）で稼働しており、大規模災害

により業務の継続性が損なわれる危険性が高い

⚫教育委員会がそれぞれに校務支援システムのカスタマイ

ズを行うため、必要以上にカスタマイズ費用がかかって

いる

現状と課題

都道府県域での共同調達・共同利用を前提に、校務系・学習系ネットワークの統合、クラウド対応の校務支援シス
テムの整備、データ連携基盤（ダッシュボード）の整備等を行うことで以下を実現

⚫ 校務系データと学習系データのデータ連携が容易に

⚫ ダッシュボード機能を用いたデータの可視化により学校経営等が高度化

⚫ クラウド環境でデータを取り扱えることにより大規模災害発生時等の業務継続性が確保

都道府県域が一体となった次世代校務DXの推進

※赤（学習系）と紫（校務系）の
ネットワークが分離している
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◆文部科学省は教育データ全体のクラウド上でのシームレスな連携を可能とする次世代校務DXを推進

◆次世代校務DXの実現は、首長部局が管理するデータと教育データの連携による、分野を超えたこどもデータ

連携の足掛かりとなると考えられる



校務系データと学習系データの連携により、児童生徒の状況を一覧化

校務系データ 学習系データ

出典：文部科学省「新時代の学びにおける先端技術導入実証研究事業(エビデンスに基づいた
学校教育の改善に向けた実証事業)」、総務省「スマートスクール・プラットフォーム実証事業」合同
成果報告会 大阪市発表資料を基に文科省にて加工
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分野を超えたこどもデータ連携の足掛かりとしての次世代校務DX

• 校務支援システムでは出席状況や保健室の利用状況など児童生徒の日々の生活情報を収集しており、既に
校務支援システム等で取り扱われる校務系データを活用して児童生徒の潜在的なリスクを早期発見し、児
童相談所等の地域資源につなげる事例も創出（文部科学省は、令和4年度「次世代の学校・教育現場を見据えた先端技

術・教育データの利活用推進事業」において取組を支援）されつつある

※YOSSクラウドサービス技術提供元（パナソニックコネクト株式会社）資料を基に作成

• 次世代校務DXの推進によって校務系データと学習系データがクラウド上で連携されれば、よりきめ細かな見
取りが実現すると考えられる

• 現在、首長部局のネットワークと教育ネットワークは基本的に分離されており、福祉系データを含め首長部局が
管理するデータと教育データの連携は困難だが、クラウド上で教育データ全体をシームレスに管理することを
可能とする次世代校務DXは、首長部局が管理するデータと教育データを連携させる、分野を超えたこどもデ
ータ連携の足掛かりとして重要な役割を果たしうると考えられる

8



出典：令和7年度地方財政計画の概要 https://www.soumu.go.jp/main_content/000990097.pdf 9

令和7年度地方財政計画の概要（総務省HP掲載資料より抜粋）
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（全国都道府県財政課長・市町村担当課長合同会議（総務省・令和７年１月24日）資料より抜粋）

①ア 住民サービスの提供に必要なシステムの導入（初期経費）

・オンライン学習システム（教室以外の場所でオンライン学習を可能とするシステム）

・こども見守りシステム（こどもが地域の見守りポイントを通過した情報を把握し保護者へ提供するシステム）

・フロントヤードシステムとデータ連携するシステムの改修

②ア 住民利用の情報通信機器、住民サービスの提供に必要な職員利用の情報通信機器の購入

・児童生徒用１人１台端末 ※資金手当としてデジタル活用推進事業債の対象

・見守りカメラ・センサー（こどもの動静を把握し、システムに伝送するカメラ・センサー）

教育分野におけるデジタル活用推進事業債の活用

総務省から示されているデジタル活用推進事業債の対象事業イメージ

児童生徒・保護者等の利便性向上
・外国人児童生徒授業支援や保護者対応のためのAIを活用した翻訳システム
・学校施設開放予約や入退館管理システム（教室の電子錠等）
・部活動の地域連携（地域移行）の参加登録・連絡のオンライン化
・美術館・博物館等のコンテンツの電子化（コンテンツ配信システム）
・スクールバスの乗降記録を保護者に自動で連絡するシステム
学校教育の高度化
・遠隔授業配信システム
・ドローンやロボット等の購入
・共同利用する高性能端末、3Dプリンタ、画像・動画生成ソフト、プログラミング教材等による探究的な学びの充実
社会教育施設の管理等の支援
・利用者登録、来庁者情報のオンライン管理システム
学校を含めた公共施設のインターネット環境の整備
・放課後子供教室等の地域学校共同活動でも使える学校のWi-Fiの整備
・避難所機能強化のためのWi-Fiや衛星通信システムの整備

その他、教育に関する分野において活用が考えられる場面
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